
別紙様式第９号
（表）

組 合 員 原 票

組 合 員

氏 名

性 別

（フリガナ）

男　女

旧　　姓

改　姓
年月日

（フリガナ）

昭平令
年　月　日

年　　月　　日 年　　月　　日

組 合 名 資格取得年月日

年　　月　　日

資格喪失年月日

年　　月　　日

生　　年　　月　　 昭　平　令　 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日

年　　月　　日 年　　月　　日

支　　部　　名 所　属　部　局　課 備 考

現　　住　　所

組　合　員　証　記　号　番　号異動年月日 組　合　員　種　別



被 扶 養 者

生　年　月　日

 昭 平 令
年　月　日

認    定
年 月 日

男女

男女

男女

男女

男女

男女

男女

男女

摘　　要氏　　名 性別

男女

男女

男女

男女

男女

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

男女

続　柄

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

職　業

年　月　日

同居、別居の別
別居の場合
 は現住所

認定取消
年 月 日

 昭 平 令

 昭 平 令

 昭 平 令

 昭 平 令

 昭 平 令

 昭 平 令

 昭 平 令

 昭 平 令

 昭 平 令

 昭 平 令

 昭 平 令

 昭 平 令

 昭 平 令



年 月 ～ 年 月

固 定 的 給 与 ( 短 期 退 職 等 給 付 厚 年 船 員 備 考
) 資 格

( ) ( ) ( ) ( ) 月額(千円) 等 級 月額(千円) 期 間

年 月 ～ 年 月 年 月 ～ 年 月

年 月 ～ 年 月 年 月 ～ 年 月

（裏）

長 期 組 合 員 番 号 氏 名

昭 和 月１ 日 前 円 基
標 準 報 酬 月 額

礎 昭 和昭 和 61 年 ４ 月

期 間

又 は標 準 報 等

異 動 年 月 日 非 固 定 的

末 手 当標 準 期酬

円 円 円

給 与 寒 冷 地 計

円 等 級 月額(千円) 等 級
手 当 額

年 月 ～ 年 月

標 準 報 酬 又 は 標 準 期 末 手 当 等

産 前 産 後 休 業 及 び育 児 休 業 に よ る

掛 金 免 除 期 間

第２号厚生年金被保険者期間
（平成27年10月以後の期間に限る。）

１ 「昭和61年４月１日前の標準報酬月額」の欄は、国家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和60年法律第105号。次項において、「昭和60年改正

法」という。）附則第９条第１項の規定に該当する者の同項の規定により標準報酬の月額とみなされた額を記入すること。

２ 「基礎期間」の欄は、昭和60年改正法附則第９条第２項の規定による昭和61年４月１日までに引き続く組合員期間及びその月数を記入すること。

３ 「固定的給与」の欄は、標準報酬月額の場合には本俸、扶養手当、住居手当、通勤手当その他の報酬で財務大臣の定めるものの合計額を、標準期末手当等の

額の場合には期末手当等の額の合計額を記入し、「非固定的給与」の欄は、固定的給与以外の報酬を記入すること。

４ 標準期末手当等の額については、例えば 期 と記入する等、当該決定が標準期末手当等の額を決定したものであることが明確となるように記入すること。
５ 「備考」の欄には、異動した理由、高齢任意加入被保険者に係る期間を有している場合にあつては、その期間等を記入すること。
備考：用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
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